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Ⅰ 高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 
（１）高等専門学校名 広島商船高等専門学校 
（２）所在地 広島県豊田郡大崎上島町 
（３）学科等の構成 

学科：商船学科、電子制御工学科、流通情報工学科 
専攻科：海事ｼｽﾃﾑ工学専攻、産業ｼｽﾃﾑ工学専攻 

（４）学生数及び教員数（平成２９年５月１日現在） 

学生数：学 科 724人 
    専攻科  26人（休学2名含む） 
専任教員数：52人 
助手数：0人 

２ 特徴 
（本校の歴史）本校は、明治31年、12町村組合立芸陽海

員学校として創設され、以来、設置者が広島県、文部省、

逓信省、運輸省と変遷し、昭和42年に国立高等専門学校

（設置者：文部省：航海学科40名、機関学科40名）とな

り、昭和44年に航海学科は80名となった。さらに、昭和

60～63年にかけて学科再編が行われ、商船学科40名、流

通情報工学科40名、電子制御工学科40名を育成する学校

となった。本校創設以来の本校卒業生は6,519人（旧航海

学科及び旧機関学科を含む）で、社会の各分野で活躍し

ている。平成17年には、海事システム工学専攻4名と産業

システム工学専攻8名からなる専攻科が設置された。今日

までの修了生は130人で、ほぼ全員が学士の学位を取得し

ている。 
（本校の特徴）①瀬戸内海の恵まれた自然環境と110余年

の長い伝統を有する学校である。②高い人間力と知識・

技術を有する船舶、工学及び情報・経営の専門家を育成

している。③実践的知識・技術の修得を重視した講義と

実技による職業教育を行っている。④課外活動や学寮生

活を通し、社会を強く生きる力を育成している。⑤高い

求人倍率があり、就職希望者の就職率はほぼ100%を維持

している。⑥18%程度の学生が専攻科や大学３年次へ進

学している。 
（教育理念）本校は、瀬戸内海の恵まれた自然環境と長

い伝統に根ざした教育資源を活用し、豊かな人間性、強

い精神力及び高い倫理意識を持ち、将来社会において活

躍するための知識と技術を身につけ、さらに生涯にわた

って学ぶ力を備えた人材を育成している。 
（教育の特徴）「丁寧な教育、手厚い学生支援、きめ細

かい進路指導」を校是とし、本校の意志決定や行動指針

についての第１優先順位は「学生」であり、全てに優先

するとしている。 
（学科構成と育成人材）本校は３学科で構成されている。

商船学科では、将来の船長や機関長など、国際的に活躍

できる海事技術者を育成している。電子制御工学科では、

快適な生活を支える製品あるいは産業を支える設備や工

場を制御する電子回路やコンピュータに関わる技術者を

育成している。流通情報工学科では、流通・経営・管理

あるいは情報に関わる技術者を育成している。いずれの

学科も、21世紀の日本を支える重要な分野の人材を育成

している。 
（混合学級）1・2年生については、学科の枠を越えた混

合学級として、特定学科にとらわれない交友関係の構築

と多様な視点や価値観の醸成を目指している。 
（習熟度別授業）1年の英語表現Ⅰについては、学科の枠

を越えて４クラス編成とし、下位クラスを少人数クラス

として、より細かな指導を行っている。 
（規範意識）学生指導委員会を中心に校門での登校指導

を毎日実施している。身なりや交通ルールの指導を行う

とともに、学生の状況把握や学生とのコミュニケーショ

ンを図っている。また，併せて、学生会役員による挨拶

運動が実施されている。 
（学生寮）本校は交通が不便な島嶼部にあり、66%以上

が通学困難な遠隔地からの学生である。このため、学生

寮の役割は極めて重要である。教員の負担が大きいが、

宿直３人体制による学寮生への手厚い生活指導・支援を

行っている。 
（地域連携）中学校への出前授業や地域住民への生涯教

育を推進するとともに、本校産業振興交流会と連携した

地域産業の振興に関わる事業を行っている。 
（危機管理）突発的な事故や災害、学生・教職員の深刻

な問題や不祥事、外部関係者からのクレームなどの未然

防止と発生事案への適正対処のため、危機管理室を設置

して対応している。



広島商船高等専門学校 

- 2 - 
 

Ⅱ 目的 

１．使命 

本校の使命は、教育基本法や学校教育法に基づき、本科においては「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力

を育成すること」を、専攻科においては「高等専門学校を卒業した者等に対し、精深な程度において、特別な事項を

教授し、その研究を指導すること」を、それぞれの目的とし、専門的知識と技術及び豊かな人間力を有し社会に貢献

できる実践的で創造的な技術者を育成することにある。また、本校の教育研究活動の成果を教育サービスや共同研究

等を通じて、地域の社会や産業の発展に寄与する。 

２．教育理念 

本校は、瀬戸内海の恵まれた自然環境と長い伝統に根ざした教育資源を活用し、豊かな人間性、強い精神力及び高

い倫理意識を持ち、将来社会において活躍するための知識と技術を身につけ、さらに生涯にわたって学ぶ力を備えた

人材を育成する。 

３．育成する人材 

本科においては、工学基礎教育、体験重視型の早期創造教育と人間教育により、基盤となる幅広い知識・技術とと

もに、特定の専門領域において基礎的知識・素養をしっかりと身につけた実践的・創造的技術者を育成する。 

専攻科においては、本科における教育の基礎の上に立って、特定の専門領域における高度の知識・素養を使いこな

すことによって理解の程度を深化させるとともに、複合領域に対応できる幅広い視野を身につけ、高い課題設定・解

決能力を備えた実践的・創造的技術者を育成する。 

４．教育目標 

(１) 豊かな心、生きる力および規範意識を育むための教育を行う。(２) 国際社会に対応できる広い視野と素養を

身につけるための教育を行う。(３) 基礎科学と情報技術の知識を持ち、それらを活用するための教育を行う。(４) 

専門分野の知識と技術を持ち、それらを応用するための教育を行う。(５) 創造と実践の能力を身につけ社会に貢献で

きるための教育を行う。 

５．学習・教育目標 

 学生が卒業（修了）時に身につけるべき学力や資質・能力として、それぞれ、次のような目標を揚げている。 

５．１ 準学士課程 

(A) 豊かな心、生きる力および規範意識の育成（人間力と規範意識）、(B) 地域や国際社会に対応できる広い視野

と素養の形成（広い視野と素養）、(C) 基礎科学や情報処理の知識・技術の習得（基礎科学と情報技術）、(D) 専門

的知識・技術とその活用力の習得（知識・技術とその応用）、(E) 社会に貢献できる創造力と実践力の育成（実践と

創造） 

５．２ 専攻科課程 

(A) 豊かな人間性と社会的責任感の育成（人間性と社会貢献）、(B) 国際社会に対応したコミュニケーションスキ

ルの養成（コミュニケーション能力）、(C) 基礎科学と情報技術の修得とその活用（知識・技術とその活用）、(D) 

専門的知識・技術の確立と発展的応用（専門性とその拡充）、(E) 社会情勢の変化に対応した問題解決能力の育成

（創造性と探求心） 

６．準学士課程の目的 

６．１ 一般教科 

(１) 人文・社会・自然科学の基礎知識を修得し、人間力・規範意識および広い視野・素養を身につけて地域や国際

社会で活躍できる人を目指す。(２) 保健・体育、芸術や社会科学の科目を学び、命の尊さと安心・安全に対する心・

規範意識や人間力を養い、他者や社会の多様な状況を理解できる知識を身につける。(３) 国語や英語の科目を学び、

地域や国際社会で活躍するための理解力やコミュニケーション基礎力を身につける。(４) 数学、物理や化学の科目を
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学び、自然現象を科学的に説明できるとともに、各学科の専門科目を理解できる能力を身につける。 

６．２ 商船学科 

(１) 船舶の運航や管理に関わる知識と技術を身につけ、世界の海で活躍できる海事技術者を目指す。(２) 三級海

技士を取得し、さらには二級海技士、一級海技士の筆記試験合格を目指す。(３) 情報基礎、工業力学、電気電子工学

などの工学基礎および専門英語、海事法、船舶安全工学などの海技士に求められる基礎知識を修得する。(４) 航海コ

ースでは、航海学、海上交通法、船舶の管理運用、物流管理、通信などの専門知識・技術を身につける。(５) 機関コ

ースでは、内燃・蒸気機関、伝熱、流体、材料、電気機械、情報処理、機関管理などの専門知識・技術を身につける。

(６) 航海実習や卒業研究に取り組み、上級船員に求められる課題解決力や実践的チームワーク能力（シーマンシッ

プ）を身につける。 

６．３ 電子制御工学科 

(１) 電子制御に関わる基本的な知識と技術を身につけ、高度工業化社会において活躍できる実践的メカトロニクス

技術者を目指す。(２) 電気・電子、機械、計測・制御、情報の４分野に関わる基礎知識を修得する。(３) 電気・電

子回路、機械加工、コンピュータ制御に関する基礎技術を身につける。(４) 「ものづくり」実習や卒業研究に取り組

み、実践的技術力や創造力を身につける。 

６．４ 流通情報工学科 

(１) 流通・ビジネス系または情報・通信系に関わる基本的な知識と技術を身につけ、ICT 社会において活躍できる

ビジネスパーソンまたは情報技術者を目指す。(２) 情報基礎、データ解析・統計、経営などのビジネス分野の基礎知

識を修得する。(３) 流通・ビジネス系では、物流、会計、経営、市場、管理などのビジネス分野の専門知識・技術を

身につける。(４) 情報系では、ソフトウェア、システム、ネットワークなど、情報分野の専門知識・技術を身につけ

る。(５) ビジネススキル・マナーの実技や卒業研究に取り組み、管理能力や課題解決能力を身につける。 

７．専攻科課程の目的 

７．１ 各専攻共通 

(１) 本科の人文科学と社会科学の科目の上に、英語、文学、政治学の科目を履修し、技術者としての社会的責任感

と判断力を育成するとともに、国際社会に対応できる多様な価値観とコミュニケーションスキルを身につける。(２) 

本科の基礎科学と情報技術の科目の上に、コンピュータ活用概論、数理科学などの情報・数理系科目を履修し、自然

や社会の現象に対して、高度な情報技術の活用能力や数理的な分析能力を身につける。(３) 特別研究に取り組み、変

化する社会や産業の状況を把握して課題を発見し、その解決策を計画して実行するとともに、その結果を検証する能

力を身につける。 

７．２ 海事システム工学専攻 

(１) 海事に関わる幅広い知識・技術を持ち、海上輸送に関わるシステムの技術開発やマネジメントができる人材を

目指す。(２) 海上輸送、港湾、法規などの船舶運航分野又は熱機関、電気機械、設計などの船舶機関分野に加え、安

全、環境、社会工学分野の知識・技術を修得し、海上輸送に関わる新技術の開発やマネジメントの能力を身につける。 

７．３ 産業システム工学専攻 

(１) 電子制御工学系：(1-1) 電子制御に関わる高度な知識・技術を持ち、制御機器・システムの技術開発や管理が

できる人材を目指す。(1-2) 電気・電子、機械、計測、制御、情報などの電子制御分野に加え、安全、環境、社会工

学分野の知識・技術を修得し、制御機器・システムの開発や運用の能力を身につける。 

(２) 流通情報工学系：(2-1) 経営や情報に関わる高度な知識・技術を持ち、流通や物流の技術開発やマネジメント

ができる人材を目指す。(2-2) 物流、輸送・交通工学、マーケッティング、コスト・マネジメントなど流通・社会工

学分野に加え、安全、環境に関わる知識・技術を修得し、流通・社会システムの開発やマネジメントの能力を身につ

ける。 
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Ⅲ 選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 

 

１ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」に係る目的 

 

（１）研究活動の目的 

本校における研究活動の目的は，次のとおりである。 

①実践的技術者を育成する高等教育機関として，研究活動を行い専攻科教育活動等への反映につとめる。 

②地域企業等との共同研究や地域社会の課題を取り上げた研究を推進し，その成果を教育に反映する。 

（２）研究活動の目標 

研究活動の目的に沿って，本校では次のような活動を推進する。 

①教員が行う研究課題を準学士課程及び専攻科課程での卒業研究及び特別研究のテーマに積極的に取り入れる。 

②教員の専門・研究分野，研究成果及び地域社会における文化活動成果を刊行物等とし，その成果の公表につ

とめる。 

③科学研究費補助金等の外部資金獲得に取り組む。 

（３）研究活動を推進するための体制 

研究活動を推進するため，次の取組を行う。 

① 研究活動を支援・推進する学内体制のさらなる整備を行う。 

②本校と地域社会・産業界との研究活動を推進するため，広島商船高等専門学校産業振興交流会との連携を強

化する。 
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２ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整

備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 （研究体制）：研究体制としては，各学科の教員及び学生が主体となっている。各教員の研究形

態としては，教員単独での研究又は本校内外の研究者と連携した研究を行っている（資料１ページ

Ａ－１－①－１）。単独で研究を行っている教員は 36%で，64%の教員が他の研究者等と連携して

研究活動を実施している。連携相手の所属先は，学内 44%，他高専 5%，大学 29%，公設試験研究機

関 5%，企業 13%等となっている。学生の研究としては，準学士課程の卒業研究及び専攻科課程の特

別研究がある。これらの研究を通して，準学士課程においては実践的・創造的技術者を育成し，専

攻科課程においては高い課題設定・解決能力を備えた技術者を育成している。 

 各教員は様々な研究分野に取り組んでいる。（資料２～６ページＡ－１－①－２～３）また，地

域の課題を取り込んだ研究が約 36％実施されている（資料５,６ぺージ資料Ａ－１－①－３の一

部）。 

研究を支援する体制として，地域交流センタ－（地交センター），研究ワーキンググループ（研

究WG），各支援センタ－，事務組織及び本校産業振興交流会等がある。本校の研究活動の目的に沿

って，ある期間の数値目標を設定し，この目標を達成できるように年度ごとの目標は，地交センタ

ー運営委員会により決められる。また，年度計画に沿って外部資金等が獲得できるように支援・改

善提案する部隊として研究WGを設置している。（資料７ページＡ－１－①－４）例えば，地交セン

ターで決定されたある期間の数値目標を定めている。（資料８ページＡ－１－①－５）また，研究

WGで取り決めた科学研究費獲得支援を行っている。（資料７ページＡ－１－①－４）この点検・支

援は，過去の科学研究費を多く獲得したベテラン教員等が点検者となり，申請する教員の希望によ

り申請原稿の点検・支援を行い，より多くの外部資金が獲得できるように設置された支援・改善の

枠組みである。 

地交センター（資料９～10 ページＡ－１－①－６～７）は，本校の研究活動を支援するととも

に，外部機関との共同研究及び交流を通して本校の教育研究活動を活性化し，その活動を通して地

域社会における社会や産業の発展に貢献することを目的としている。情報技術，メディア，ネット

ワ－クに関する教育研究は，メディアセンタ－（資料 11 から 12 ページＡ－１－①－８～９）が担

当している。 

本校の研究活動を技術的側面から支援する組織として技術支援センタ－（資料 13～14 ページＡ

－１－①－10～11）があり，技術支援センタ－では全学共通の高度先端設備や加工機器を整備して

いる。また技術支援センタ－では，各学科等の機器の保守・管理も行っている。 

 （ワ－キンググル－プ）：本校のワ－キンググル－プ（WG）（資料 15 ページＡ－１－①－12）

は，校長の諮問に応じて，それぞれの課題の解決策について調査・立案を行い，校長へ答申する。

校長は，答申案に関連する委員会等の審議を経て，学校として意志決定を行う。さらに，本 WG は

関係する委員会や教職員組織の行う業務の調整・支援を行う。研究活動に関するものとして，研究

・資金 WG があり，研究活動の支援や科学研究費補助金・公募型助成事業の獲得のための調整等を

行っている。  

（事務支援）：研究活動を事務的側面から支援する組織として，総務課の総務係，財務係・契約

係・学術情報係及び企画広報室がある（資料 16～17 ページＡ－１－①－13～14）。企画広報室で
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は，科学研究費補助金やその他の公募型助成事業への申請書類の提出補助，財務係・契約係では研

究設備の申請・購入及び研究費の管理，学術情報係では研究成果のデ－タ・資料の収集・保管を行

っている。 

（産業振興交流会）：本校と地域の社会と産業界との連携を深め，本校の教育研究活動への支援

と地域経済の振興に寄与する目的として平成 21 年 3 月に発足した。同交流会の事業は，地域イノ

ベ－ション推進事業及び産業振興事業及び情報発信事業を行っている。特別会員には地元・近隣の

自治体など７団体，法人会員には地域企業に加えて我が国を代表する企業まで 51 法人，個人会員

には本校教職員及び地域住民の 66 名が参加し，年１回以上，ニュ－スレタ－を発行している（資

料 18 ページＡ－１－①－15）。 

（校長裁量経費）重点的に予算を配分する校長裁量経費から,本校として推進すべき研究課題に

対して，その研究活動費を支援している。また，研究環境を整備するために，学内経費及び高専機

構特別経費により設備等を計画的に購入している（資料 19 ページＡ－１－①－16）。 

 （研究成果の公表）：研究成果は，学術研究団体の発行する学術誌に投稿・掲載し，広く社会に

公表している。また，本校が発行する学術論文誌「広島商船高等専門学校紀要」を本校ホ－ムペ－

ジ及びその電子版（CD）の配布により公表している（資料20ページＡ－１－①－17）。地域交流セ

ンタ－では，「地域交流センタ－News & Reports」を発行し，本校研究活動の成果を地域や関係機

関等に公表している（資料21～22ページＡ－１－①－18～19）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び改善・支援体制が適切に整備され，機能し

ている。研究体制として各学科の教員及び学生が主体で，単独や学内外と連携した研究がある。研

究を支援する体制として，地交センター，研究 WG，各支援センタ－，事務組織及び本校産業振興

交流会等がある。さらに研究経費の重点配分及び設備・機器の計画的な整備を行っている。研究成

果は，学術研究団体の発行する学術誌に投稿・掲載するとともに，本校の学術論文誌や地域交流セ

ンタ－が発行する「News & Reports」により，広く社会に公表している。 

 

観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

（観点に係る状況） 

資料23ページＡ－１－②－１に平成23～27年度の研究活動の成果の一覧を示す。この期間におけ

る学術論文の総件数は367件で，本校教員定員は55人であるので，1.34件／年／人に相当する。こ

のことから本校教員は年間に平均して１件～２件の学術論文を発表している。 

論文367件の掲載された学術誌を発行している学術研究団体別に見ると，海外の学術研究団体が

発行している学術誌9%，日本学術会議の協力学術研究団体が発行している学術誌22%，上記以外の

学術研究団体等が発行している学術誌16%，本校が発行している学術誌50%，国内の学術研究団体が

発行している学術誌であって英文（他の外国語を含む）で書かれた学術論文3%である（資料24ペー

ジＡ－１－②－２）。 

学術誌に掲載された論文数を学科別で見ると，一般教科（一般）19%，商船学科（商船）39%，電

子制御工学科21%，流通情報工学科21%となっており，学科間に差異は特に認められない（資料24ペ

ージＡ－１－②－２）。口頭発表についても，学術論文と同様な傾向にある。 

本校教員が執筆した著書は合計56件で，これらは授業科目の教科書，参考書又は資料として教育

に反映されている（資料25ページＡ－１－②－３）。 
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 顕著な研究成果を上げ，学協会から表彰を受けた教員は 10名（10件）である（資料 26ページＡ

－１－②－４）。 

 研究活動を推進する上で，研究経費の獲得は重要である。資料 27 ページＡ－１－②－５に平成

24～28 年度の外部資金の受入状況を示す。外部資金は，ここ数年僅かに減少傾向にあり，平成 28

年度の受入件数 37 件，受入総額 57,304 千円となっている。平成 24～28 年度の科学研究費の採択

状況を見ると採択件数・配分額ともに，平成 25 年度をピークに V 字回復しており（科学研究費は

年々増加傾向），平成 28 年度の採択件数 15 件，配分総額 13,620 千円となっている（前記資料Ａ

－１－②－５，資料 28 ページＡ－１－②－６）。 

科学研究費を他の国立高専と比較すると，平成 20 年度は 51 高専の中で最下位であったが，平成

28 年度は外部資金総額で 39 位，教員一人当たりの平均金額で 27 位である。（資料 29 ページＡ－

１－②－７）。また，共同研究等の研究課題名を資料 30 ページＡ－１－②－８に示す。平成 24～

28 年の企業等からの技術相談（研究費等の受入がないもの）は合計 21 件であった（地交センター

「News & Reports」第８号参照）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

平成23～27年度における研究活動の成果としての学術論文の総件数は367件で，本校教員定員55

人であるので，1.41件／年／人に相当する。このことから本校教員は年間に平均して１件～２件の

学術論文を発表している。外部資金は，ここ数年増加の傾向にあり，平成28年度の受入件数37件，

受入総額57,304千円となっている。平成24～28年度の科学研究費の採択状況を見ると，平成25年度

をピークにV字回復しており，平成28年度の採択件数15件，配分総額13,620千円となっている。 

 

観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が

整備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

本校では，教育研究活動に関する点検・評価に係る規程を定め（資料 31 ページＡ－１－③－

１），これに沿って自己点検評価委員会が中心となって研究活動を含めた総合的状況に対する点

検・評価の業務を実施している（資料 32 ページＡ－１－③－２）。 

具体的には，中期目標・中期計画（資料33ページＡ－１－③－３）に沿って，地域交流センター

が，年度始めに学校の研究活動の年次計画を策定し，年度末等にその実績に対して自己点検・評価

を行っている（資料34ページＡ－１－③－４，資料35ページＡ－１－③－５）。 

研究活動の総合的な自己点検・評価を実施し自己評価書（資料36ページＡ－１－③－６）を作成

している。この自己評価書は外部評価委員会（資料37ページＡ－１－③－７）に提出され，評価さ

れる仕組みとなっている。外部評価委員会による評価結果は，学科・専攻科，教員にフィードバッ

クされ，それぞれの研究改善に反映されている。なお，具体的なテータ収集・点検等の作業は，上

記委員会の指示のもと，観点Ａ－１－①で述べた各ワーキンググループ（WG）によって行われてい

る（前記資料Ａ-１－①－13）。 

以上述べた研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制（前出，観点

Ａ－１－①で前述）をまとめたものを前出資料Ａ－１－①－4，資料Ａ－１－①－13及び資料38ペ

ージＡ－１－③－８に示す。その結果，科学研究費の申請数及び同採択数は増加の傾向にある。資

料39ページＡ－１－③－９及び資料39ページＡ－１－③－10の事例に示す改善事例の取組を行い

（平成25年度より実施），採択件数の増加に繋がったと考えている。 
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（分析結果とその根拠理由）  

本校では，研究活動に関する自己点検・評価に係る規程を定め，これに沿って自己点検評価委員

会が中心となって研究活動の総合的状況に対する点検と評価の業務を実施している。研究活動の

点検評価結果は，自己評価書にまとめられている。この自己評価書等は外部評価委員会で評価さ

れる仕組となっている。外部評価委員会による評価結果は，学科・専攻科，教員にフィードバッ

クされ，教員研究や卒業研究・特別研究の改善に反映されている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 学校の目的に照らして，必要な研究体制及び支援体制が整備され，その体制が機能し，研究の目

的に沿った活動の成果が上がっている。研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図ってい

くための体制が整備され，機能している。 

（改善を要する点）  

 卒業研究や特別研究に関する学生の意見を汲み上げる制度の整備，さらに地域課題を現状以上に

研究テーマとして取り上げる制度改善を要する。 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備され，機能している。 

研究体制として各学科の教員及び学生が主体で，単独や学内外と連携した研究がある。研究を支

援する組織として，各支援センター，ワーキンググループ（WG），事務組織及び本校産業振興交流

会があり，さらに研究経費の重点配分及び設備・機器の計画的な整備を行っている。研究成果は，

学術研究団体の発行する学術誌に投稿・掲載するとともに，本校の学術論文誌や地域交流センター

が発行する「News & Reports」により，広く社会に公表している。 

 本校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備され，機能している。 

平成23～27年度における研究活動の成果としての学術論文の総件数は367件で，本校教員定員55

人であるので，1.41件／年／人に相当する。このことから本校教員は年間に平均して1件～2件の学

術論文を発表している。外部資金は，平成28年度の受入件数37件，受入総額57,304千円となってい

る。平成24～28年度の科学研究費の採択状況を見ると，採択件数・配分額は年々増加傾向にあり，

平成28年度の採択件数15件，配分総額13,620千円となっている。平成24～28年における企業等から

の技術相談（研究費等の受入がないもの）の件数21件（平均4件／年）となっている。 

以上のことから，研究の目的に沿った活動の成果が上げられている。 

本校では，研究活動に関する自己点検・評価に係る規程を定め，これに沿って自己点検評価委員

会が中心となって研究活動の総合的状況に対する点検と評価の業務を実施している。研究活動の

点検評価結果は，自己評価書にまとめられている。この自己評価書等は外部評価委員会で評価さ

れる仕組みとなっている。外部評価委員会による評価結果は，学科・専攻科，教員にフィードバ

ックされ，教員研究や卒業研究・特別研究の改善に反映されている。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

「目的の達成状況が良好である」 
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Ⅳ 選択的評価事項Ｂ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

１ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

（１）教育サービスの目的 

本校における正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は，地域の高等教育機関として，今日までに蓄

積された内海地域における知的及び物的資源を活用し，地域の産業や文化の振興に貢献することである。 

（２）教育サービスの目標 

教育サービスの目的に沿って，次に示す活動を推進する。 

① 公開講座等 

中学生，一般市民，企業関係者等を対象とした本校の専門分野を中心とした公開講座等を行い，地域に貢献

する。 

② 小中学生を対象とした科学技術教室（本校開催及び出前授業） 

③ 学校開放 

図書館，その他情報処理教室などの本校施設の定期的な開放事業を行う。 

④ その他サービス（社会人への教育サービス等を含む） 

 中学・高専連携事業，本校の行うその他の地域還元事業及び社会的弱者に対するサービス事業等も，機会が

あれば，積極的に実施する。 

 

（３）本教育サービスを推進するための体制 

 教育サービス活動を推進するため，次の取組を行う。 

① 教育サービス活動を支援するための体制を整備する。地域サービスに関する窓口は，一般市民を対象とする

ケースについては地域交流センター，中学生を対象とするケースについては広報主事及び企画広報室が実施

する体制を整えている。 

② 地域に愛される海の高等教育機関として地域への教育サービスを充実させるため，地域の自治体，産業界及

び小中学校との連携を強化する。 

③ 地域教育サービスに関する企画情報，実施後の情報を社会に広く公開する。このために，本校のホームペー

ジ，「News & Reports」を活用するとともに，地域の情報誌への掲載等を行う。 
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２ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の

学生以外に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

本校における正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は，本校が海（地域）の高等教

育機関として，地域の産業や文化の振興に貢献することである。本サービスの目的，ある年度の

目標設定，その審議機関，実施後の参加者などのアンケート調査により評価と改善に関する仕組

みの概要を，資料40ページＢ－１－①－１に示す。実施している教育サービス事業は次のとおり

５分類し計画的に実施している。①公開講座等，②小中学生を対象とした科学技術教室（本校開

催及び出前授業），③学校開放，④社会人への教育サービス，⑤その他サービス事業である。 

例えば、平成28年度においては，上記①及び②の事業を中心に広報委員会で年度計画が立案さ

れる（資料41ページＢ－１－①－２）。同様に上記④及び⑤の事業を中心に地交センター運営委

員会で年度計画が立案される（資料42ページＢ－１－①－３）。 

①公開講座等 

公開講座等については，実施計画を広報委員会が企画・立案して実施している。 

中学生，一般住民や企業関係者等を対象とした講座・講演等を実施している。中学生を対象と

した講座は，練習船「広島丸」を活用した海に関連した公開講座をはじめとし，資料Ｂ－１－①

－４に示す事業番号①に示す。一般住民等を対象とした講座は，COC 活動の社会貢献事業の一環

として行った事業を含んでいる。 

②小中学生を対象とした科学技術教室（本校開催及び出前授業） 

簡単手作りロボットの製作講座を広島県内の小中学生に対する科学技術講座（出前授業）やク

リーンエネルギーについて考える「環境教室」等を地域交流センターが企画・立案し，各学科の

教員を担当者とする教育サービスを行っている。（資料 43 ページＢ－１－①－４）。平成 24 年

度から平成 28 年度の講座実績は資料 44 ページＢ－１－①－５に示す。 

③学校開放 

 学校開放の企画と運営については，それぞれの施設を管理する委員会，又は部署が担当して

いる。例えば，図書館については図書館運営委員会が，体育館・運動場については総務課が担

当している。こうした図書館やその他の施設を地域の住民・小中学生へ開放している。具体的

な事例としては，図書館は土曜日，日曜日を中心に地域住民に広く利用されている。 

また，毎年秋には図書館において音楽イベントも実施している（資料 45 ページＢ－１－①－

６）。 

④ 社会人への教育サービスとリカレント教育 

 地域住民を対象とした教育サービスについては地交センターが担当しており，各企画の立案，

実施に関わる講師等の調整を行っている。実施事例としては，一般住民を対象とした「シンポ

ジウム、野草を活用した地方創生」と題して、特別講演会を開催した。この講演会は，地域住

民に好評であった。事例前記資料Ｂ－１－①－４に示す事業番号④に示す。 

⑤ その他サービス 

中学・高専連携事業として，周辺地域の中学校に入学した 1 年生などを対象に，練習船「広島

丸」での体験航海や環境教室を実施している。また，社会的な弱者に対する瀬戸内海体験航海や

関連講演のサービス事業も数多く実施している。これらの教育サービス活動は，マスメディア等
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に多数取り上げられている（資料 46 ページＢ－１－①－７）。その事例の一つを資料で示す

（資料 47 ページＢ－１－①－８）。 

また，本校の活動を地域へ情報を発信するために，季刊のニュースレターを発刊している（資

料 48 ページＢ－１－①－９）。さらに，地交センターの活動実績は毎年，「News & Reports」
として発刊している（資料 49 ページＢ－１－①－10）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の目的に沿って，正規課程の学生以外のサービスとして，地域住民や地域産業関係者を対

象とするリカレント教育を実施できる体制が整備され，これらのサービスが計画的に実施されて

いる。こうしたサービスは多岐に渡っており，それぞれのサービスを企画・立案する複数の組織

が連携しながら実施している。特に最近，本校も力を入れ，さらに小・中学校からの要請が強い

出前授業なども実施している。 

このような外部への正規課程以外の教育サービスについては，教員だけでなく，本科学生や専

攻科学生にも可能な限り参加させ，社会の要請と本校の役割について理解を深めるように努めて

いる。 

 

観点Ｂ－１－②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっている

か。また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

本校が主催する教育サービスについては，可能な限り受講生や参加者へのアンケート調査を実

施してその活動の状況を評価し，その改善に努めている。満足度に関するアンケートの事例とし

て，平成28年度に商船学科が企画・実施した「体験商船学科（集まれ船長・機関長）」の参加者

のアンケート集計結果を事例として資料50～51ページＢ－１－②－１に示す。その内容の評価に

ついて，80％以上の参加者が満足していると回答している。また講座を知るきっかけは本校のホ

ームページからの情報と答えた参加者が60％以上であった。 

 委員会では，この事例のようなアンケートを集計し，次年度の内容の改善と充実に努めている。

さらに地交センターが行うサービス事業について，本校学生と行動を共にした地域住民の方を対

象に可能な限り，アンケート調査の協力をお願いしている。こうした分析事例を資料 52 ページ

Ｂ－１－②－２に示す。事例のようにサービス実施後，可能な限り分析を行い実施された事業の

改善・見直しに努めている。 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校が実施する地域への教育サービスは，受講者の高い満足度を得ている。また，受講生の意

見を次回の内容へ反映させるように改善に努めている。 

具体的な例として，三原市との連携事業である「せとうち会場環境＆体験航海セミナーみは

ら」では平成27年度のアンケート結果が非常に好評であったため，平成28年度は従来の体験航海

に「海洋エネルギー」「水素エネルギー」など次世代のエネルギーに関する講座に加え，さらに

発展的な学習内容の提供に努めた。 

また，公開講座については，過去には，集計したアンケートで，スケジュールが過密すぎるとの

意見を受け，一部施設見学のカリキュラムを限定し，当日の説明時間について綿密に関係者で調整

し，効率化するなど，時間的な余裕を設けるように努めた。 

また，参加者から非常に好評であり，体験時間を長くしてほしいとの要望が強かった「シーカヤ
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ック体験」についても，検討の結果，次年度の全体のスケジュールを調整し，改善を行った（資料

53 ページＢ－１－②－３）。 

今後，更に地域のニーズ等を調査し，常に地域の高等教育機関の使命を意識しながら地域への教

育サービスに努めていく。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

正規課程の学生以外に対する教育サービスとして，公開講座，小中学生を対象とした科学技術

教室，学校開放，地域住民への地域教育及び地域産業関係者へのリカレント教育，その他のサー

ビスなど，様々な形態の事業を実施している。特に，小中学生を対象とした科学技術教室は要望

が増加しており，地域のニーズに応えられるように企画・立案を行い，アンケート結果を教育サ

ービスの改善に努めている。 

 

（改善を要する点）  

特になし。 

 

（３）選択的評価事項Ｂの自己評価の概要 

正規課程の学生以外に対する教育サービスとして，公開講座，小中学生を対象とした科学技術教

室，学校開放，地域住民への教育及び地域産業関係者へのリカレント教育，その他のサービスなど，

の様々な形態の事業を実施している。 

 地域教育サービスの具体的な企画・立案とその実施を行う体制としては，地交センター運営委員

会及び広報委員会がある。広報委員会は公開講座を，地域交流センター運営委員会は地域住民への

教育サービス及び地域産業関係者へのリカレント教育等を主に担当している。さらに，広報委員会

は小中学生を対象とした科学技術教室及び出前授業を担当している。このように本校の目的に沿っ

て正規課程の学生以外に対する教育サービスを実施する体制が整備されており，これが計画的に実

施されている。 

 本校が実施する正規課程以外の教育サービスは，受講生から高い満足度が得られている。また受

講生の意見を次回のサービス事業の改善に反映させている。今後，さらに地域ニーズの調査を行い，

サービスの改善に努める。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

「目的の達成状況が非常に優れている」 


